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 米軍基地が所在する自治体では、航空機や艦船の事故、航空機等に

よる騒音、環境汚染、米軍人等による事故や犯罪など、基地に起因す

る様々な問題が発生し、住民生活に大きな影響を与えています。 

 こうした問題を解決するため、当協議会では、これまでも２,３年以

内等できるだけ短い期限を設けて日米地位協定の見直しを行うことや

日米間の協議に地元の意向が反映できる制度を構築することなどを繰

り返し求めてきたところでありますが、未だ実現しておりません。 

 日米地位協定の見直しについては、政府は運用改善を行っていくと

の見解を変えておりませんが、見直しを求める地元自治体に対して、

政府方針の背景・理由等をしっかりと説明し、意見交換を行う場を作

ることが必要と考えます。 

 また、地元の意向が反映できる制度の構築については、当協議会と

して、日米合同委員会の中に基地を有する自治体の参加する地域特別

委員会を設置することを求めていますが、あわせてそれまでの間、日

米両政府と渉外知事会との連絡会議の定期的開催を求めているところ

であり、早期に連絡会議を開催すべきと考えます。 

 そこで、日米地位協定に関する政府と渉外知事会との新たな話し合

いの場の設置及び日米両政府と渉外知事会との連絡会議の早期開催に

ついて、次のとおり特に要請しますので、政府におかれては、ぜひと

も実現されるようお願いします。 



１ 日米地位協定に関する政府と渉外知事会との新たな話し合いの場

の設置について 

 

当協議会では、基地を巡る様々な問題を解決するため、国内環境法

令の適用、日米合同委員会の中に基地を有する地方公共団体の代表者

が参加する地域特別委員会を設置すること、裁判権の見直し等、日米

地位協定に係る様々な提案を行い、繰り返し見直しを求めてきました。 

 しかしながら、政府においては、今日まで、その時々の問題につい

て、運用改善により機敏に対応していくことが合理的との方針を変え

ておりません。 

 当協議会においても、運用改善の必要性を否定するものではありま

せんが、米軍に係る個別具体的な問題が発生する都度、協議・対処す

るだけでは、基地問題の抜本的な解決はできないと考えています。 

 日米地位協定を見直すかどうかは、日米両政府間で協議されるもの

であることは承知しておりますが、日本政府の方針については、地元

自治体の意見を十分に反映した上での方針であることを強く望みます。 

 これまで、日米地位協定の見直しか運用改善かという選択の中で、

主張が異なるままとなっておりますが、政府は個別の課題にわたる見

解を丁寧に説明するとともに、地元自治体の考えにも耳を傾ける姿勢

が不可欠と考えます。 

 そこで、政府においては、地元自治体の意向を尊重し、十分な意見

交換を図るため、日米地位協定に関する政府と渉外知事会との新たな

話し合いの場を早急に設置することを強く要請します。 



２ 日米両政府と渉外知事会との連絡会議の早期再開について 

 

基地問題の解決のためには、米軍基地の存在により様々な影響を受

けている地域の実情や考えを、日米間の協議に反映することが不可欠

であります。 

 そこで、当協議会では、日米合同委員会の中に基地を有する地方公

共団体の代表者の参加する地域特別委員会を設置することや、それま

での間、日米両政府と地元地方公共団体の代表者との定期的な話合い

の場を設置することを要望してきたところであります。 

 こうした要望を踏まえ、政府においては、平成２０年１２月に「第

１回在日米軍施設・区域に係る日米両政府及び渉外知事会との連絡会

議」を開催していただいたところですが、その後、連絡会議は開催さ

れておりません。 

 こうした中、本年２月に野田首相と仲井眞沖縄県知事が面談した際

に、首相から再開を検討する旨の発言があり、また、その後６月６日

に黒岩渉外知事会会長が玄葉外務大臣を訪問した際にも、大臣から野

田首相と同じ気持ちであるとの発言があったところですが、未だ再開

されていない状況にあります。 

 政府においては、基地に対する地元の理解が日米安全保障体制の礎

となることを充分認識し、早急に米側と話し合い、会議を再開するこ

とを強く要請します。 


